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第一部会の検討テーマ

専門部会 第一部会の検討体制

グローバル化やデジタル化等に対応できる人材づくりに関する事項

所属等 氏名 備 考

明海大学
教職課程センター・地域学校教育センター 教授

米村 珠子
部会長
学識者

東京都立大学 経済経営学部 教授 暮石 渉 学識者

東京大学 大学院工学系研究科
技術経営戦略学専攻 准教授

吉田 塁 学識者

ライフイズテック株式会社
取締役 最高AI教育責任者

讃井 康智 民間企業

株式会社プロノバ 代表取締役社長 岡島 悦子 民間企業
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目次２
AI・デジタル時代を取り巻く状況
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□ 情報社会の進展に伴い、社会において求められる能力が変化

□ AIやデジタル技術があらゆる場面に浸透し、生活・仕事・学びのあり方が大きく変化することが想定される

AI・デジタル時代における社会変化

デジタル社会の将来シーンと課題

出典：総務省情報通信政策研究所
未来社会を見据えた人とデジタルの関係の在り方に関する研究会(第1回)
事務局資料(2050年ごろまでの未来社会を描いたビジョンの例)

56の能力等に対する需要
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□ 生成AIの普及に伴い、組織における業務にも大きな影響を及ぼしている

AI・デジタル時代における社会変化

生成AIによる組織への影響

出典：経済産業省
第2回 AX時代におけるスキルのあり方ワーキンググループ 事務局資料
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□ システム開発等の場面では、要件を指示するだけで、生成AIによるプログラミングが可能
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AI・デジタル時代における社会変化

出典：文部科学省
教育課程部会 情報・技術ワーキンググループ（第6回）【資料2-1】宇都宮委員提出資料



□ 生成AIによるプログラミングが可能な一方で、プログラミングに関する知識が不要となるものではない

□ 生成AIを扱う側にも知識がないと、事故につながる事例もある

AI・デジタル時代における社会変化

9

生成AI活用に係る基本的な考え方

⚫ 生成AIの出力はあくまでも「参考の一つで

ある」「最適解とは限らない」ことを認識

するとともに、リスクや懸念を踏まえつつ、

最後は人間が判断し、生成AIの出力結果を

踏まえた成果物に自ら責任を持つという基

本姿勢が重要

⚫ 適切な課題設定と指示文（プロンプト）に

より自らの求める成果物につながる出力を

させ、その真偽や適切性を的確に判断でき

ることが前提

生成AIによるプログラミングにおける事故事例

出典：文部科学省初等中等教育局 初等中等教育段階における生成AIの利活
用に関するガイドライン（令和6年12月26日 Ver.2.0）より引用

⚫コーディング（プログラミング）を行う生成AIに作業を任せ
た結果、会社の本番データとバックアップとがすべて消えて
しまう事故が発生

⚫生成AIが、システムの不具合（認証エラー）を直そうとして、
本番データとバックアップ全てを削除する操作を自動で実行
してしまったもの

⚫本件事故は、
・生成AIの危険な動きを止める仕組みや要件指示が事前に
取られていなかったこと

・データ削除という重要な作業の前に人が確認する手順が
なかったこと

・生成AIに強い権限を与えすぎていたこと
  などが重なって生じたものである

(独立行政法人情報処理推進機構 AIセキュリティ短信2026年6月号事例より作成)

→ AIにすべてを任せきりにはしないこと、重要な確認を
  必ず人が行うこと、前提として安全な仕組みを準備
  することの重要性を示している



□ 企業でDXを推進する人材の確保状況について、「大幅に不足している」「やや不足している」と回答した

企業の割合の合計は85.1％にのぼり、大半の企業でデジタル人材が不足

□ IMD（国際経営開発研究所）が実施する「世界デジタル競争力ランキング」において、デジタル競争力に

関して日本は69か国中30位、人材知識レベルに関しては過去最低の63位と、低い状況

変化する社会構造（デジタル人材等の不足）

独立行政法人 情報処理推進機構(IPA) 「DX動向2025」から作成
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人材知識レベルは
過去最低

※デジタル競争力：知識（人材（デジタル・技術スキル含む））、テクノロジー、将来に向けた環境整備の３領域から構成され、計54の指標に基づき算出
※人材知識：PISAの数学的リテラシーの評価、シニアマネージャーの国際経験、外国人高度人材に対する魅力、デジタル・技術スキルの利用可能性、留学

生の流動性（受入数と派遣数）等から算出されたデータを総合的に評価

63

47
50 49

日本の世界デジタル競争力ランキング 順位の推移
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変化する社会構造（DX推進に求められる役割・能力）

□ 日本企業がDXを推進する人材を十分に確保できていない背景として、自社のDXの方向性を描くことや、

自社にとって必要な人材を把握することの難しさに課題があると考えられる

□ 経済産業省がデジタル社会で求められる役割や能力を整理した「DX推進スキル標準」では、企業や組織の

DXの推進において必要な役割のうち、主な役割を６つの「類型」に区分して定義
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出典：経済産業省 デジタルスキル標準ver.2.0

DX推進スキル標準



□ 2050年に向けた推計では、事務従事者の労働需要は減る一方で、情報処理・通信技術者の需要は増加

□ 一方で、情報産業において必要な人材ニーズと、大学等で学んだ知識・学問分野との乖離が大きい

変化する社会構造（情報産業に係る人材ニーズ）

2020年と比較した2050年における主な労働需要の変化 大学で学んだ学問分野と産業界で必要な専門性とのギャップ

出典：内閣官房
第3回教育未来創造会議
資料４ 各省提出資料（経済産業省 未来人材ビジョンについて）
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□ 次期学習指導要領に向け、情報活用能力の抜本的向上や小中高を通じた体系的な教育内容の充実が議論

□ 情報活用能力を、各教科等や探究的な学びを支え、駆動させる基盤と位置付けていく方向で検討

国における議論の状況

質の高い探究的な学びの実現に向けた新たな枠組み

出典：中央教育審議会
教育課程企画特別部会 論点整理
(令和7年9月25日)
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国における議論の状況

情報活用能力の抜本的向上の方向性

出典：文部科学省 教育課程部会
情報・技術ワーキンググループ(第4回) 資料
情報活用能力の抜本的向上が目指す姿について
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□ 初等中等教育において情報活用能力の抜本的な向上を図ることにより、文理の枠を超え、高校卒業生全員に

対し、 数理・データサイエンス・AIを「日常の生活や仕事等の場で使いこなす」ことができる「リテラシー

レベル」の学習を保障する枠組みを構築

□ さらに、学校によってはより高度な情報活用能力の育成を可能とするよう「応用基礎レベル」までの学習を

展開

①世界トップレベルのイノベーション
創出人材を輩出
②地方経済を維持するアドバンスト・
エッセンシャルワーカーを養成
③社会の分断を防ぎ確かな民主主義の
担い手を育成
④社会の変化に取り残されず自らの人
生を舵取りし探究し続ける力を育成



目次高校段階における情報教育の現状３
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情報Ⅰ
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□ 全ての生徒が情報社会で必要となる基礎的な情報技術と情報を扱う方法を学ぶ共通必履修科目

履修内容

① 情報社会の問題解決
情報やメディアの特性、情報モラル、法規・制度、
セキュリティ等を踏まえ、身近な課題を情報の観点
から発見・解決

② コミュニケーションと
情報デザイン

目的や状況に応じて、受け手に分かりやすく情報を
伝えるための情報デザインを学ぶ

③ コンピュータと
 プログラミング

コンピュータの仕組みやアルゴリズムを理解し、
プログラミング等を通じて問題解決に活用する
力を学ぶ

④ 情報通信ネットワーク
 とデータの活用

ネットワークや情報システムの仕組み、データの
収集・整理・分析・活用の方法を学ぶ

大学入試における状況

⚫ 大学入試共通テストでは、

2025年より出題科目に

「情報Ⅰ」が追加

⚫ 国立大学では原則として必須、

公立・私立では大学により扱

いが異なる

⚫ 大学独自の試験において、

「情報Ⅰ」を出題範囲とする

科目を課す事例もある

～ AI・コンピュータ等のしくみを知って、うまく使えるようになる ～
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履修内容

① 情報社会の進展と情報技術
情報技術の発展や情報社会の進展が、社会や
人に与える影響を理解し、将来の情報技術と
社会について考える

② コミュニケーションと
コンテンツ

多様なメディアを組み合わせ、目的や状況に
応じたコンテンツを制作・発信・評価・改善
する方法を学ぶ

③ 情報とデータサイエンス
社会や身近な生活のデータを収集・整理・分
析し、データに基づいて科学的に考え、問題
解決に取り組む

④ 情報システムと
プログラミング

情報システムの仕組みを理解し、設計・制
作・評価を通して、情報システムにより課題
を解決する力を学ぶ

⑤ 情報と情報技術を活用した
問題発見・解決の探究

情報と情報技術を総合的に活用し、問題の発
見・解決に探究的に取り組む

大学入試における状況

⚫ 大学入試共通テストの出題範囲

には含まれない

⚫ 一部の情報系学部の入試におい

て、「情報Ⅱ」を出題範囲と

する独自科目を課す事例もある

履修状況

⚫ 全日制普通科等における

「情報Ⅱ」の履修割合は2.3%

にとどまる
（文部科学省 令和7年度公立高等学校における教育課程の

編成・実施状況調査より）

～ 情報Ⅰの知識を使って、プログラムなどを実際に作ったり、問題解決に取り組む ～

□ 情報Ⅰを土台に、情報システム、データ活用、コンテンツ創造、問題発見・解決の探究に取り組む発展的な

選択科目

情報Ⅱ



都立高校における情報Ⅱの設置状況

□ 「情報Ⅱ（※）」の設置校率は全国トップの約43%（R5.5.1時点）

□ 「情報Ⅱ」の更なる設置拡大に向け、指導内容に関する教員研修を実施（情報科の全教員を対象）
※ 「情報Ⅰ」において培った基礎の上に、問題の発見・解決に向けて、情報システムや多様なデータを適切かつ効果的に活用し、あるいはコンテンツを創造する力を育む科目

 （1）情報社会の問題解決

 （2）コミュニケーションと情報デザイン

 （3）コンピュータとプログラミング

 （4）情報通信ネットワークとデータの活用

情報Ⅰ（必修・２単位） ※全校で設置

 （1）情報社会の進展と情報技術

 （2）コミュニケーションとコンテンツ

 （3）情報とデータサイエンス

 （4）情報システムとプログラミング

 （5）情報と情報技術を活用した問題発見

   ・解決の探究

情報Ⅱ（選択・２単位） ※一部の学校で設置

将来DX推進人材に
なるために必須

情 報 科 目 全国の情報Ⅱの設置状況
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出典：文部科学省 令和7年度公立高等学校等における
教育課程の編成・実施状況調査の結果について



情報系の大学に関する動き

□ 文部科学省において「大学・高専機能強化支援事業」を推進しており、学部再編等によるデジタル・グリーン

等特定成長分野への転換等に対する助成金を拠出

□ こうした背景を受け、近年の大学等においては、デジタル・データサイエンス系の学部新設や定員増の動きが

顕著

□ 一般入試において「情報Ⅱ」を試験範囲に含める大学・学部も出始めるなど、デジタル分野に係るニーズや知

識の重要性が高まっている

年度 大学新設
学部新設
（うち都内）

2024(令和6) - 6学部

2025(令和7) 1校
4学部
（1学部）

2026(令和8) -
9学部
（5学部）

大学・学部新設状況（全国） 入試における情報Ⅱの導入事例

東京都立大学 システムデザイン学部（情報科学科）

• 総合型選抜の一つとして「情報Ⅰ・Ⅱ利用入試」を導入

• 高校段階における情報Ⅰ・Ⅱの評定４以上が出願条件

• 「情報Ⅰ」を含む大学入学共通テストの点数を合否判定に利用

慶應義塾大学 総合政策学部、環境情報学部

• 「情報Ⅰ・Ⅱ」を出題範囲とした数学・情報併用試験を導入

東京都市大学 理工学部、情報工学部、メディア情報学部、デザイン・データ科学部

• 独自問題「情報Ⅰ・Ⅱ」及び大学入学共通テストの合計得点で判定を行う

入試制度を実施 19



東京23区の大学定員規制について

○特定地域内の大学の学生の収容定員の抑制
（地域における大学の振興及び若者の雇用機会の

  創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律）
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・大学の設置者又は大学を設置しようとする者は、
特定地域内(※)の大学の学部等の学生の収容定員を
増加させてはならない。
（令和９年度末までの時限措置）

※学生が既に相当程度集中している地域等として
東京23区を政令で規定

○例外事項の具体例

・スクラップ・アンドビルドによる新たな学部等の
設置

・留学生や社会人の受入れ
・収容定員増等について、投資・機関決定等を
行っている場合

・一定の要件のもとでの、高度なデジタル人材を育成
する情報系学部・学科における臨時的な収容定員増加

 高校で学び終えた後の進学先として、様々なものが集積している23区内でさらに学べるような
 環境を作っていくことは重要

出典：東京都政策企画局HP



□ PISA2022において、学校におけるデジタル機器・リソースが十分にあると答えた割合が8割を超える

□ 日本の高校における「学校でのデジタル・リソースの利用しやすさ」はOECD平均を上回る

高校生のデジタル活用の状況（PISA2022）

学校でのデジタル・リソースの利用しやすさ（日本）

出典：文部科学省国立教育政策研究所
OECD生徒の学習到達度調査2022年調査（PISA2022）のポイント より 21



□ 各教科の授業でのデジタル・リソース利用頻度は、OECD諸国と比較すると低い

□ また、高校生自身が情報を集める、集めた情報を記録・分析・報告する場面でデジタル・リソースを使う

頻度は他国に比べて低く、「デジタル・リソースを用いた探究型の教育の頻度」指標はOECD平均を下回る

高校生のデジタル活用の状況（PISA2022）

教科ごとでのデジタル・リソース利用頻度

出典：文部科学省国立教育政策研究所
OECD生徒の学習到達度調査2022年調査（PISA2022）のポイント より

「次の授業でデジタル・リソースをどのくらい利用しますか。」

デジタルリソースを用いた探究型の教育の頻度（日本）

「今年度、あなたは次の活動をするためにデジタル・リソースをどのくらい使いましたか。」
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□ 日本の高校生の情報モラルは、OECD諸国と比較すると高い

□ コンピュータやプログラミングへの興味・関心はOECD平均並みにあるが、プログラムを作成したり

コンピュータでトラブルが起こった時に原因を特定したりできる自信はOECD諸国と比較すると低い

高校生のデジタル活用の状況（PISA2022）

インターネット上の情報に対する考え方・実践（日本）

出典：文部科学省国立教育政策研究所
OECD生徒の学習到達度調査2022年調査（PISA2022）のポイント より

デジタル技術の実践的活用力に対する自信（日本）

「デジタル・リソースを使うとき、あなたは次のようなことがどのくらいできますか。」

23

コンピュータ・プログラミングへの興味・関心（日本）



情報の教員が指導にあたり課題を感じる点

24
出典：文部科学省 教育課程部会
情報・技術ワーキンググループ(第９回) 資料
プログラミング教育について



世界の高校の状況・大学連携の状況

□ 海外においては、日本の高校段階で、高度な理数・情報教育を志向する生徒を対象として、デジタルスキルや

コンピューターサイエンス等を専門的に学ぶ情報教育プログラムを展開している事例がある

□ 大学が高校生に対し、夏休み期間等を活用して調査研究等を行い、社会課題の解決にも取り組むことができる

プログラムを提供している事例もある

事例①

モントゴメリー・ブレア高校
（アメリカ・メリーランド州）

⚫ 日本の高校１年相当から４年間の

一貫したカリキュラム

⚫ 一般の高校では学べない独自の専

門科目や高度な選択科目を提供

⚫ 企業・研究機関との連携による

メンタープログラムの提供

⚫ 最終学年では全員が卒業研究を

完成させることが求められる

ADA国立デジタルスキル
カレッジ（イギリス・ロンドン）

⚫ 16～18歳向けの後期中等教育機関

⚫ 英国政府が次世代のデジタル人材

育成を目的に設立

⚫ デジタルスキルやコンピューター

サイエンスに特化

⚫ 在学中から企業と連携した

プロジェクトやインターンシップ

に参加することで、卒業後の

スムーズな進学・就職につなげる

マサチューセッツ工科大学
Research Science Institute
（アメリカ・マサチューセッツ州）

⚫ 高校生向けに、講義とセミナー、研究インターン、

成果発表を実施

⚫ 7月～8月の6週間プログラム

⚫ 先端科学技術の理論に係る

大学教授による集中講義

⚫ 大学・企業・政府系研究所

の実際の研究プロジェクト

に参画し、独自の研究計画

を立案・実行

事例② 事例③

25
※生成AIにより作成したイメージ



他県における高校・大学連携事例

26出典：文部科学省ＨＰ 令和6年度 高等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール）事例集



他県における事例（デジタル環境整備）

27
出典：文部科学省ＨＰ 令和6年度 高等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール）事例集



他県における事例（育成する生徒像とそのための教育内容）

28
出典：文部科学省ＨＰ 令和6年度 高等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール）事例集



目次都立高校における取組の状況４

29



□ 都では、2050年代に「すべての子供が希望を持って、自ら伸び、育ち、未来を創造」する東京の姿を目指す

□ その中で特に重要で優先的に取り組む事項として、「デジタルを活用した学び方の転換」や、「世界を舞台

に活躍できる人材の育成」を掲げている

東京の目指す教育（東京都教育施策大綱）

出典：東京都教育施策大綱
（令和7年3月）

30

【参考】 「新たな教育のスタイル」

□ 先の見えない不確かな時代で、学校は、変化に対応できる柔軟な創造性、主体性、チャレンジ精神等を育成する必要

□ 学びのあり方そのものを見直し、一人一人の興味関心に応じた学習者中心の新しい学びを実現するため、令和７年度

 より、３つの改革により世界で生き抜く「自立した学習者」を育成する 次世代の学びの基盤プロジェクト を開始

③ 制度の改革① DXによる学びの改革 ② 教員と組織の改革

デジタルとリアルの
最適な組み合わせ

教員の役割や
組織の在り方の改善

学習内容や方法、単位の
認定等の柔軟な運用

自立した学習者
学びのプロセスを自ら選択し決定する自己デザイン力

興味関心に応じて、創造的・協働的に学ぶ力

育
成

出典：「新たな教育のスタイル」の確立に向けた「次世代の学びの基盤プロジェクト」中間の取りまとめ
（令和8年3月）



□ 東京都教育委員会は、３本の「柱」、12の「基本的な方針」、30の「今後５か年の施策展開の方向性」

により、 東京の目指す「誰一人取り残さず、すべての子供が将来への希望をもって自ら伸び、育つ教育」の

実現を目指す

□ 柱の１つである「自ら未来を切り拓く力の育成」のため、「DX時代を生き抜く人材」や「新しい価値を創造

する力」 などに着目した事業展開を実践

東京の目指す教育（東京都教育ビジョン）

出典：東京都教育ビジョン（第５次）（令和６年3月）
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□ 「学校教育の情報化の推進に関する法律」や国の学校教育情報化推進計画を踏まえ、学校教育の情報化の推

進に関する基本的な方針や施策の方向性等を示す「東京都学校教育情報化推進計画」を令和６年３月に策定

（計画期間：令和６年～10年度）

□ 「東京都教育ビジョン」の分野別計画にも位置づけ

東京の目指す教育（東京都学校教育情報化推進計画）

東京都学校教育情報化推進計画（令和6年3月）

32

＜学校教育の情報化を通じて目指す姿＞



情報教育の推進に向けた都教委の取組（生成AI関連）

□ 近年、生成AIが急速に広まってきている中、AI時代に必要な資質・能力の育成が急務

□ 都立学校では、デジタル・AI人材の育成を重層的に展開

・生成AI等を活用して社会や地域の課題を解決するプロダクトを作る取組

・生成AIと対話して新しい視点や発想を得るなど、生成AIを活用する取組

都立学校ＡＩ Ｌａｂ

都立ＡＩ

33

教員及び児童・生徒約16万人が安全・
効果的に利用できる生成AI環境
「都立AI」を令和７年５月に全都立学校
（256校）に導入し、学習及び校務で活用

<主な機能>

・不適切なやり取りをフィルタリング

・学習・特別活動等で使用する「活用

メニュー」を各校で独自に作成・共有

 

都立ＡＩ

教員が作成した「活用メニュー」の例
（総メニュー数2,667件 令和８年２月末時点） 対話例（ポスター画像を都立AIに読み込ませた上で)

    AI ：色づかいはいいですね。

 文字の情報量で工夫したことはありますか？

  生徒：見る人に端的に伝わるよう説明を減らした。

    AI ：なるほど。他のポスターを見て参考にでき

  そうなところは何ですか？

AIが一人一人異なる問いかけを行うことで、

多角的に思考する活動を実現

…



情報教育の推進に向けた都教委の取組（生成AI関連）

□ 予測困難な時代の中で、自ら主体的に答えのない社会課題や地域課題に立ち向かい、生成AIをはじめとした 

 デジタル技術を活用して解決できる人材を育成するため、 授業内外の取組を新たに展開

34

探究型開発プログラム 【約５か月】
メンターの伴走支援で高度なアプリ開発を行い、

成果発表及び表彰式を実施

授 業 内 授 業 外

ワークショップ 【５回】

デザイン思考やAIアプリ開発のスキルを習得して、
実際にアプリの開発を体験

オンラインプログラム 【３テーマ】

AIアプリの開発に必要な基礎的なスキルを習得

外部人材の活用

先端技術の実務経験を持つ外部人材と
教員が連携し、情報Ⅱの授業を実施

【初級】
オンラインプログラム

【中級】
ワークショップ

【上級】
ハッカソン・コース

レベルに応じたプログラムを実施し、デザイン思考やデータサイエンス、AIアプリ開発などのスキルを習得

情報Ｉ・都立AIを活用した授業

都立学校ＡＩ Ｌａｂ
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□ 情報教育の推進に向け、教員のスキル向上を図るとともに、外部の専門人材も活用

教員研修（令和7年度）

都立高校等の情報科教員向けに、「情報Ⅱ」の学習指

導要領に準拠した内容に関する教員研修を実施

【研修内容】

「情報Ⅱ」の学習指導要領に準拠

・システム構築 ・プログラミング

・データサイエンス ・生成AI活用

【形態】

講師による講義に加え、模擬授業（実習）等を実施

専門人材を活用した授業

情報教育の推進に向けた都教委の取組（専門人材の活用等）

「情報Ⅱ」において、専門人材を活用しデザイン思

考やAIアプリ開発を学ぶ授業を実施 

【学習内容】

・社会課題・地域課題を「発見」し、その解決

のアイデアを見出す「デザイン思考」

・一人ひとりの開発環境で、そのアイデアを、

アプリとして実装し、課題を「解決」する力

を養う「AIアプリ開発」

※画像は生成AIにより作成



情報教育の推進に向けた都教委の取組（新分野の学び）

□ 学習指導要領で定められている教科の枠組みを超えて、生徒が自分の興味・関心に応じて、社会変化に対応

できる力（創造性、主体性、チャレンジ精神等）を育成することができるよう、大学や企業の専門家と協力

して新分野のデジタル教材を開発

□ 生成AIやデータサイエンス等、教科「情報」と関連付けて学習することで理解を深め、社会課題と結びつけて

探究し、課題解決する力を育成

令和８年度から、都立高校６校で新分野のデジタル教材の活用に向けた研究

 今後も社会変化に対応し、多様な視点に触れ、意欲や課題意識を育み、行動変容を促進できる教材開発を継続

活用場面

○ 新たな学校設定教科・科目（各１単位）

○ 既存の教科・科目

（開発したデジタル教材の一部を活用）

○ 生徒の興味関心に応じて、時間や場所を問わず

 主体的に学習

新分野のデジタル教材のテーマ（R7開発）

○ 生成AI

○ データサイエンス

○ アントレプレナーシップ

○ 行動経済学・ゲーム理論

○ クリエイティブグラフィックアート

36



□ DXハイスクール採択校は都立高校等で56校

□ 都立三鷹中等教育学校では、デジタルをツールとして日常的に活用しながら、生徒が自由に使えるメディア

ラボ・STEAMラボを整備

□ 外部コンテストの活用、デジタル課外活動等も掛け合わせ、情報分野に興味を持たせる仕組み

DXハイスクールの状況（更なる興味の促進）

37
出典：文部科学省HP 令和6年度 高等学校DX加速化推進事業（DXハイスクール）事例集



□ 都立の工科高校においても、AI・デジタルを学び、活用できるカリキュラムを提供

情報教育の推進に向けた都教委の取組（工科高校における取組）
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⚫ ロボットSier（ロボットシステムインテグレーター）と
呼ばれる産業用ロボットのシステムを担うエンジニアの
育成

⚫ 教育向けに開発された４軸制御のロボットアーム
「DOBOT Magician」を導入し、生徒一人につき1台の
実習環境を完備

⚫ PLC(Programmable logic controller)実習による周辺装置
や機械の動きを自動制御するプログラムの基礎を学ぶ

⚫ 令和7年度第4回高校生ロボットシステムインテグレー
ション競技会（SIリーグ）最優秀賞を受賞

ロボット教育とその成果（蔵前工科高校） IT・環境科の設置（杉並工科高校）

⚫ IT教育等を実践しながら進学も見据えて、環境にか
かわる素養をもったIT人材を育成することを目指し、
令和6年4月から設置

⚫ IT基礎・情報デザイン・データサイエンスを高校段
階から体系的に学び、大学進学につながる力を育成

⚫ 環境問題の探究や実験・フィールドワークを通じ、
課題発見・解決力を養成

⚫ ITと環境を組み合わせた探究活動や大学連携に
より、実践的に学ぶ



目次懇談会における主な意見５
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AI・デジタル時代における情報教育の方向性（議論）

〇 懇談会（第4回）における主な議論

⚫デジタル技術は、単に「使えるようにする」のではなく、生徒の思考や探究の幅を
広げ、「できることを増やす」ための手段として位置付けるべき

⚫デジタル技術は可能性を広げる一方で、学びそのものが表面的になるリスクもある

⚫多様な表現や個々の興味・関心に応じた学びを可能にするデジタル技術を活用
し、「わくわく」するような価値創造につなげていくことが重要

⚫生徒の得意・不得意や状況の違いを踏まえ、DXの推進が新たな格差を生まないよ
う配慮が必要

⚫生徒が主体的に学びや課題解決に取り組めるよう、活用の仕方を工夫していく
必要がある

40



目次本日の論点６

41



AI・デジタル時代における情報教育の方向性（議論）

〇 本日の論点

① 社会全体の状況を踏まえた対応について

② 学びの内容について

③ 学習環境について

・社会全体において生成AI等のデジタル技術が進展する中で、プログラミングを含めた情報

教育をどのように進めていくべきか。生成AIがプログラミングを人間に代わって行う状況

の中で、デジタルの教育をどのように行うべきか。

・社会課題の解決にあたり、デジタルツールを活用して、どのような教育を進めていくことが

必要か

42

・これからのデジタルに係る学びを進めるにあたり、学校では、どのような性能を持つ機器の

活用が必要となるのか。また、そうした教育に相応しい教員をどのように確保するのか

④ 外部との連携について
・最新のデジタルのツールを学ぶ場合、企業や大学とどのように連携することが必要か

・どのような技術を持つ人材を育成する学校を作っていくのか。



AI・デジタル時代における情報教育の方向性（議論）

〇 本日の論点

43

⑤ 目指すべき学校の姿
・どういったレベルの人材を育成する学校が必要か。どういった高校を目指すべきか

出典：文部科学省 教育課程部会
情報・技術ワーキンググループ(第4回) 資料
情報活用能力の抜本的向上が目指す姿について
を参考に作成

このレベルを
ターゲットとして
進学する学校づくり
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